
平成31年度事業概要報告

　平成31年度は、会長や副会長２名が新任者となり、新たな気分で１年間の事業展開を行った。中

でも、相談事業の充実のため、相談センターを企画広報部から切り離して組織し、事業運営を行った。

　令和元年６月に司法書士法の一部改正が成立し、本年に施行予定となっている。総務・財務部で

は、改正法に対応するため、会則・諸規則の改正について検討し、法施行に間に合うよう、準備を

進めた。

　相続登記の促進のため、企画広報部・相談センターで協力しながら、法務局と連携して、長期相

続登記未了土地解消のための相続登記相談会を開催した。いずれも予約多数で、充実した会となり、

今後の受託増加に期待する。また、空き家・空き土地の活用のため、各種相談会を行うとともに、

鳥取県との間で協定を締結するための検討を進めた。現在、最終の調整を行っている。

　単位制研修義務化の規則変更が総会で承認されたこともあり、研修部を中心に、更に強い認識を

持って、会員の12単位取得に対する働きかけを行った。債権法や相続法等民法関係の改正法施行が

順次行われており、会員の資質向上に資する研修を適時行った。

　この他、各部・委員会とも例年実施している各種事業を継続して実施した。

　最後に、いずれの事業にも会員各位に協力をいただき、改めて感謝を申し上げる。

【総務・財務部】

１．会員の品位保持のための指導として、定時総会時に倫理綱領の唱和を行った。

２．法務局・日司連等からの通知等を配布し、必要な情報を会員へ伝達した。

３．経費の節減に努め、健全財政の維持をはかった。

４．会館の有効かつ適正な運営管理に努めた。

５．事務局の負担軽減に努めた。

６．会員名簿、役員名簿を発行した。

７．会員証、補助者証を発行した。

８．紛議調停委員会及び苦情処理委員会の適正人数について検討した。

９．会員向け文書等の発信方法について検討した。

10．会則改正（清算中の法人の会費の扱い）について検討した。

11．会則改正（司法書士法改正関係）について検討した。

12． 「日本司法書士会連合会会則第37条第３項の変更に伴う関係規則等の読替え等に関する規則」

の制定について検討した。

13． 「役員等の選挙に関する規則」の改正について検討した。

14． 「情報公開に関する規則」の改正について検討した。

15． 「懲戒処分の量定意見に関する規則」の改正について検討した。



16． 「紛議調停規則」の改正について検討した。

17． 「綱紀調査委員会規則」の改正について検討した。

18． 「注意勧告運用規則」の改正について検討した。

19． 「業務広告に関する規則」の改正について検討した。

20．鳥取地方法務局、鳥取県土地家屋調査士会との三者協議会を、令和元年11月１日に鳥取地方法

務局で開催した。

21．相談役会を、令和元年11月９日に鳥取ワシントンホテルで開催した。

22．本会・政連・リーガルサポート・公嘱の役員合同会議を、令和２年２月15日に倉吉シティホテ

ルで開催した。

【企画広報部】

Ⅰ　制度及び活動広報事業

　１．鳥取県司法書士会、鳥取地方法務局、鳥取県土地家屋調査士会の三者で、空家問題・所有者

不明土地問題・相続登記未了問題解決に向け、平成28年度に発足させた「未来につなぐ相続登

記推進プロジェクト鳥取」に継続して参加。

　２．市町村報を利用した広報

　　　主に、２月の「相続登記はお済みですか月間」の広報を目的として、県内の市町村報に有料

広告を掲載した。

　３．平成28年度に鳥取県の音頭取りにより、県宅建協会、県建築士会、県土地家屋調査士会、本

会とで起ち上げた「とっとり空き家利活用推進協議会」に継続して参加。

Ⅱ　法教育・消費者教育事業

　１．高校生のための法律教室（３校に延べ３名の講師を派遣）

　　⑴　米子北高等学校

　　　　令和元年11月12日（水） 　１教室（１年生）

　　　　講師／鹿島康裕会員

　　⑵　鳥取県立倉吉総合産業高等学校

　　　　令和元年12月５日（木） 　１教室（３年生）

　　　　講師／濵川康夫会員

　　⑶　鳥取県立岩美高等学校　　 

　　　　令和元年12月18日（水） 　３教室（３年生）

　　　　講師／福田大輔会員

Ⅲ　講師等派遣の実施事業

　　Ｐ27記載の「講師等派遣状況一覧」のとおり



Ⅳ　法テラスとの連携・協力　　

　　日本司法支援センター鳥取地方事務所との協議会開催

　　　　日　時／令和元年９月30日（月）　午前10時〜 11時

　　　　場　所／日本司法支援センター鳥取地方事務所会議室

Ⅴ　鳥取県更生保護給産会との連携・協力

【研　修　部】

Ⅰ　以下の研修会を企画、実施した。

　１．綜合研修会（受講者数　１日目60名、２日目47名）

　　　日　程　令和元年11月30日（土）　12月１日（日）

　　　会　場　ホテルニューオータニ鳥取

　　　 （１日目）

　　　　 「特定事件報告書と犯罪収益移転防止法」

　　　　　講師　日司連マネーローンダリング・テロ資金供与対策等対応プロジェクトチーム委員

　　　　　　　　福井県司法書士会　青垣幸仁会員

　　　　 「債権法改正」

　　　　　講師　岡山県司法書士会　恩田英宜会員

　　　 （２日目）

　　　　 「共有不動産の紛争解決の実務」

　　　　　講師　弁護士法人みずほ中央法律事務所・司法書士法人みずほ中央事務所

　　　　　　　　弁護士・司法書士　三平聡史氏

　２．第１回法令実務研修会（受講者数　51名）

　　　日　程　令和２年１月25日（土）

　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉

　　　　 「民法（相続関係）改正概要」

　　　　　講師　日司連民事法改正対策部部委員　大阪司法書士会　北詰健太郎会員

　　　　 「鳥取県における空き家対策・空き家利活用の取組について」

　　　　　講師　鳥取県地域づくり推進部　中山間・地域交通局　中山間地域政策課

　　　　　　　　課長　齋藤正樹氏

　　　　　　　　係長　尾﨑恵輝氏

　　　　ＤＶＤ研修「特定事件報告書の解説」

　　　　　講師　日司連マネーローンダリング・テロ資金供与対策等対応プロジェクトチーム委員

　　　　　　　　福井県司法書士会　青垣幸仁会員

　３．第１回成年後見研修会（受講者数　38名）（リーガルサポート鳥取支部との共催）

　　　日　程　平成31年４月６日（土）

　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉



　　　　 「利用促進基本計画の中間点における成年後見制度の現状とこれから

　　　　　　　　　～３月18日の成年後見制度利用促進専門家会議をうけて～」

　　　　　講師　公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート

　　　　　　　　川口純一副理事長

　４．第２回成年後見研修会（受講者数　52名）（リーガルサポート鳥取支部との共催）

　　　日　程　令和元年10月26日（土）

　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉

　　　　 「鳥取県における地域連携ネットワーク（中核機関等）の整備状況について」

　　　　 「今後想定される司法書士の地域連携ネットワークへの関わり方について」

　　　　　講師　一般社団法人とっとり東部権利擁護支援センター

　　　　　　　　代表理事　弁護士　寺垣琢生氏

　　　　 「成年後見事例研修」

　　　　　講師　福田大輔会員　石賀孝司会員　水上万里会員

　５．第３回成年後見研修会（受講者　33名）（リーガルサポート鳥取支部との共催）

　　　日　程　令和元年12月13日（金）

　　　会　場　エキパル倉吉

　　　　 「家庭裁判所が司法書士に期待すること～成年後見等事件を中心に～」

　　　　　講師　鳥取家庭裁判所

　　　　　　　　判事　小口五大氏

　　　　　　　　主任書記官　藤田伊津子氏

　６．中国ブロック会一般会員研修会（同時配信・受講者数18名）

　　　日　程　令和元年11月16日（土）

　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉

　　　　 「外国人の法律相談」

　　　　　講師　弁護士　本田麻奈弥氏

　７．地区研修会

　　 （東部）

　　　①　令和元年12月18日（水）（受講者　11名）

　　　　　研修ライブラリ「司法書士執務（倫理）研修会　第１部・第２部」

　　　　　講師　中央大学大学院

　　　　　　　　法務研究科教授　木村美隆氏

　　　②　令和２年３月５日（木）（受講者　12名）

　　　　　 「後見業務における福祉・医療制度の活用について～各種社会福祉サービスを中心に～」

　　　　　講師　一般社団法人とっとり東部権利擁護支援センター

　　　　　　　　社会福祉士　篠島直子氏



　　 （中部）

　　　①　令和元年12月７日（土）（受講者　８名）

　　　　　ＤＶＤ研修「マネーローンダリング・テロ資金供与対策の動向と司法書士」

　　　　　講師　日司連司法書士執務調査室室委員　愛媛県司法書士会　末光祐一会員

　　　②　令和２年３月14日（土）（受講者　13名）

　　　　　ＤＶＤ研修「平成30年度日司連業務研修会・相続法改正と司法書士実務

　　　　　　　　　　　第２講　遺産分割に関する見直し等」

　　　　　講師　日司連民事法改正対策部部委員　兵庫県司法書士会　茂木昌子会員

　　 （西部）

　　　①　令和元年12月６日（金）（受講者　29名）

　　　　　ＤＶＤ研修「平成30年度日司連業務研修会・相続法改正と司法書士実務

　　　　　　　　　　　第２講　遺産分割に関する見直し等」

　　　　　講師　日司連民事法改正対策部部委員　兵庫県司法書士会　茂木昌子会員

　　　②　令和２年３月６日（金）（受講者　19名）

　　　　　ＤＶＤ研修「平成30年度日司連業務研修会・相続法改正と司法書士実務

　　　　　　　　　　　第３講 遺言制度に関する見直しと相続の効力等に関する見直し」

　　　　　講師　日司連民事法改正対策部部委員　福岡県司法書士会　及川修平会員

　８．年次制研修会（受講対象者　23名中21名、新入会員１名）

　　　日　程　令和元年10月５日（土）

　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉

　　　日司連作成プログラムに従い、ＤＶＤ集合研修およびグループディスカッションを行う。

　９．新入会員研修

　　①　新入会員研修会

　　　　日　程　令和２年３月28日（土）

　　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉

　　　　受講者　宮城京侑会員、吉田裕明会員

　　　　講　師　山本健一会長　本郷貴大副会長　前田昭人副会長　長田安弘副会長　大山亜紀子

　　　　　　　　研修部副部長

　　②　新入会員研修プログラム（受講者数　10名）

　　　　日　程　令和２年２月８日（土）

　　　　会　場　ホテルセントパレス倉吉

　　　　 「株式会社の合併の登記の実務」

Ⅱ　研修単位認定

　　研修受講実績（会員数　92名・中途入会者退会者を除く）

　　　12単位達成者　計　85名　（達成者率　92％）



　　　　東部　　32名　（達成者率　86％）

　　　　中部　　13名　（達成者率　92％）

　　　　西部　　40名　（達成者率　97％）

　　　未達成者（ゼロ単位者を除く）　計　６名

　　　　東部　　４名

　　　　中部　　１名

　　　　西部　　１名

　　　ゼロ単位者　　計　１名

　　　　東部　　１名

　　　　中部　　０名

　　　　西部　　０名

Ⅲ　日司連への講師派遣

　　日司連中国ブロック会新人研修

　　日　程　令和２年１月９日（木）～ 15日（水）

　　会　場　広島司法書士会館

　　派遣講師　曽田和男会員　長田安弘会員　鹿島康裕会員　谷口毅会員　　　

【相談センター】

Ⅰ．相談会の実施事業

　１．常設電話相談

　　　毎週月～金（祝祭日を除く）午後１時～４時実施

　２．常設無料面談相談会

　　　東中西部各地区で毎月１回、月例相談会を実施

　３．他士業、法務局との合同相談会を実施

　　⑴　空き家・空き土地・不動産こまりごと相談会（鳥取県宅地建物取引業協会主催）

　　　 （東部）①日　時　令和元年６月11日（火）

　　　　　　　②日　時　令和元年11月５日（火）

　　　 （中部）①日　時　令和元年６月13日（木）

　　　　　　　②日　時　令和元年11月７日（木）

　　　 （西部）①日　時　令和元年６月14日（金）

　　　　　　　②日　時　令和元年11月８日（金）

　　⑵　暮らし・経営なんでも相談（鳥取県士業団体連絡協議会主催）

　　　　日　時　令和元年10月20日（日）

　　　　場　所　米子産業体育館

　　　　内　容　10士業担当者による面談相談



　　⑶　長期相続等未了土地相談会

　　　　鳥取地方法務局と共同で「未来につなぐ相続登記」相談会を鳥取地方法務局本局・倉吉 

支局・米子支局にて実施　

　　　　本　　局：令和元年12月11日（水）

　　　　　　　　　令和２年２月５日（水）

　　　　　　　　　令和２年２月19日（水）

　　　　倉吉支局：令和２年３月６日（金）

　　　　米子支局：令和２年３月４日（水）

　　⑷　法務局登記相談

　　　　鳥取地方法務局本局で毎週１回午後３時間

　　　　鳥取地方法務局米子支局で毎月１回午後３時間

　　　　本会会員を登記相談員として派遣

　４．日司連・中国ブロック会主催の相談事業に協力

　　⑴　中国５県縦断法律相談会

　　　　南部町　令和元年11月２日（土）

　　　　八頭町　令和元年11月２日（土）

　　⑵　中国ブロック会島しょ部一斉法律相談会

　　　　隠岐の島町　令和２年３月14日（土）　コロナウイルスの影響で中止

【調停センター】

１．調停実績

　⑴　問い合わせ件数　　２件

　⑵　申込件数　　　　　１件

　⑶　調停実施件数　　　０件

　⑷　合意成立件数　　　０件

２．広報活動

　⑴　リーフレットを各会員へ配布し、相談者へのPRを呼びかけた。また、面談相談会において、

相談者にリーフレットを配布した。

　⑵　リーフレットを各関係機関に持参して、協力を求めた。

３．研修の実施

【月報編集委員会】

　　１．月報を毎月１回、年12回発行した。

　　２．当会、日司連、ブロック会、その他の会議・活動報告等を掲載し、各種情報のタイムリー

な伝達に務めた。



【非司法書士排除委員会】

　　１．令和元年10月15日（火）、法務局と非司法書士実態調査実施について、実施留意事項・日

程等を確認検討した。

　　２．提供のあった非司情報につき討議するため、令和元年10月19日（土）、非司法書士排除調

査委員会を開催した。

　　３．非司法書士実態調査を、東部 令和元年12月12日（木）・中部 同年12月９日（月）・ 

西部 同年12月４日（水）に行い、法務局に報告書を提出した。

【登録調査委員会】

　　１．以下のとおり、登録調査面談を行った。

　　　　　宮　城　京　侑　　平成31年７月30日

　　　　　吉　田　裕　明　　平成31年12月12日

【苦情処理委員会】

　　苦情申出件数　３件

【紛議調停委員会】

　　該当事案　　　なし　　

【綱紀調査委員会】

　　委員会開催　　なし　

【量定意見小理事会】

　　小理事会開催　なし

【注意勧告小理事会】

　　小理事会開催　１回



講師等派遣状況一覧

主 催 者 派遣講師 研 修 テ ー マ 開催日 場　　所 参加者

鳥取市教育委員会 長谷川大之 司法書士によるやさしい相
続講座 R元. 8. 6 青谷町総合支所 40名

湖 南 地 区 公 民 館 橋 本 和 輝 遺産相続について R元. 9. 4 湖南地区公民館 20名

鳥 取 県 
生 活 協 同 組 合 濵 川 康 夫 楽しく学ぶ初心者のための

相続のお話 R元. 9. 5 創 想 の 杜 19名

鳥 取 地 方 法 務 局 松 尾 貴 彦 相続登記について R元.10. 6 鳥取地方法務局 20名

米子市彦名公民館 廣 谷 栄 一
遺産の相続が争族にならな
いための今から準備出来る
事

R元.10.11 彦 名 公 民 館 30名

三 朝 町 
社 会 福 祉 協 議 会 濵 川 康 夫

調停センターの利用の仕
方、身寄りのない方の支援
を考える

R元.10.23 町 立
福 祉 セ ン タ ー 10名

郡家西地区公民館 松 本 大 司 相続の基礎知識 R元.11.16 八 頭 町 公 民 館 46名

大山町中山公民館 山 本 健 一 遺言・相続開始前にすべき
こと、認知症対策など R元.11.26 大 山 町 

中 山 公 民 館 20名

南 部 町 公 民 館 東　 洋 祐
遺産の相続が争族にならな
いための今から準備出来る
事

R元.12. 9 南 部 町 公 民 館 38名

大 篠 津 公 民 館 廣 谷 栄 一 　　　　　 〃 R元.12.10 大 篠 津 公 民 館 20名

岸 本 公 民 館 今 岡 由 一 　　　　　 〃 R元.12.17 岸 本 公 民 館 23名

宅 地 建 物 
取 引 業 協 会 小 椋 義 孝 司法書士の視点からみてト

ラブル防止の注意点 R 2. 1.16 倉 吉 
シ テ ィ ホ テ ル 40名

二 部 公 民 館 東　 洋 祐 　　　　　 〃 R 2. 1.29 二 部 公 民 館 23名

鳥 取 県 庁 
林 政 企 画 課 金 允 基 山林の相続や登記、部落共

有林に係る諸問題 R 2. 2.12 鳥取中央有線㈱ 40名

社 公 民 館 濵 川 康 夫 相続に関するルールが大き
く変わります R 2. 2.12 倉吉市社公民館 11名

逢 坂 地 区 公 民 館 長谷川大之 相続の基礎知識 R 2. 2.15 逢坂地区公民館 15名

日 光 公 民 館 廣 谷 栄 一
遺産の相続が争族にならな
いための今から準備出来る
事

R 2. 2.20 日 光 公 民 館 8名


